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南相馬市教育振興基本計画後期計画（素案）に係る 

パブリックコメント手続の実施について 

 

１ 計画策定の趣旨 

平成２７年度に策定した南相馬市教育振興基本計画前期計画の計画期  

間、今年度で終了することから、学校の小規模化の進行や小学校におけ  

る外国語の教科化など教育環境の変化を踏まえて、教育施策を総合的か  

つ効果的に推進するため、令和２年度から令和５年度までを計画期間と  

する南相馬市教育振興基本計画後期計画を策定するもの。  

 

２ 計画策定の概要 

（１）計画期間 

令和２年度～令和５年度（４年間） 

 

（２）基本理念 

「自ら学び、自ら考え、生きぬく力を育むまちづくり」 

復興を超えて、新しい南相馬へ 

～自らの力で社会を創造する人材の育成～ 

 

（３）目指す子ども・市民の姿    

・夢と希望を持ち、挫折や苦難に負けない生きぬく力が備わった子どもたちの育成  

・生涯を通して成長し、新しい南相馬市を創造することができる市民 

 

（４）基本目標 

分野 基本目標 施策 

学校教育 

知・徳・体の調和のとれた

「生きぬく力」を備えた、

全国トップレベルの児童

生徒を育成します。 

(1)豊かな心と体の育成 

(2)教育水準の向上 

(3)学びの環境整備・充実 

生涯学習・ 

スポーツ 

誰 も が 親 し め る 生 涯 学

習・スポーツ環境の充実を

図ります。 

(1)生涯学習の充実 

(2)芸術文化の充実 

(3)スポーツの振興 
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文  化 

地域を象徴し、地域の誇り

となる地域文化を継承し

ます。 

(1)文化遺産の整備・活用 

(2)ふるさと教育の充実 

(3)地域文化の継承 

幼児教育 
安心して子育てできる環

境整備を図ります。 

(1)幼児教育の充実 

(2)子育て環境の充実 

 

（５）計画の策定 

令和２年３月（予定） 

 

３ 意見の提出方法 

意見提出の書式は自由です。 

住所、氏名、電話番号を明記のうえ、教育総務課へ持参するか郵

送またはファックス、電子メールなどで提出してください。 

（法人又は団体の場合は、名称、住所地及び代表者を明記してくだ

さい。） 

 

４ 意見の提出期限・公表期間 

１１月２５日（月）～１２月１５日（日） 

 

５ 素案の公表場所（閉庁日・休館日を除く） 

教育総務課、市役所市民課、各区役所、各生涯学習センター、 

市民情報交流センター、市ホームページ 

 

６ 提出・問合せ先 

〒975-8686 南相馬市原町区本町二丁目２７番地 

教育委員会事務局教育総務課 

℡２４-５２８２ Fax２３-７７８２ 

電子メール kyoikusomu@city.minamisoma.lg.jp 



本市では、平成 26 年度に策定した南相馬市復興総合計画に基づく教育分野の最上位計画として、
平成 27 年度に南相馬市教育振興基本計画（以下、「市教育振興基本計画」という。）を策定し、
教育施策を推進してきました。 

その後、東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故から 9 年が経過した今日でも続く少
子化の影響等を要因とした児童生徒数の減少や学校の小規模化の進行、小学校における外国語の教
科化など、本市の教育を取り巻く情勢は大きく変化しています。 

このような中、総合的かつ効果的に教育施策を推進していくため、平成 27 年度に策定した市教
育振興基本計画を市教育振興基本計画前期計画と位置づけ、平成 30 年度に策定した南相馬市復興
総合計画後期基本計画に基づく市教育振興基本計画を市教育振興基本計画後期計画（以下、「後期
計画」という。）として策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
●報徳仕法等の郷土学習の実施    ●スクールカウンセラーの継続配置 
●いじめ問題への積極的な対応    ●体力・運動能力向上の取組 
●学力の実態把握や授業の改善    ●教職員への指導訪問や各種研修 
●市独自教員の採用         ●特別支援教育の充実      
●教員の校務負担軽減        ●ＩＣＴを活用した教育環境の整備   
●家庭学習の定着化         ●学習塾との連携 
●地域の良さを活かした授業の企画  ●中学生海外研修の実施 
●体験学習活動の実施・支援     ●プログラミング教育の推進 
●幼（保）・小・中・高連携の推進   ●学校司書の配置     
●公立学校適正化計画の推進     ●地域とともにある学校づくりの推進 
●通学バス等の運行         ●トイレ洋式化の促進 
●魅力ある給食の提供        ●みらい育成修学資金の貸付 
●修学資金の給付 

 

 

南相馬市復興総合計画後期基本計画の復興重点戦略、又は重点戦略に掲げる取組等を重点事業
として位置付けます。 

１ 実施計画の策定 

後期計画を実行性のあるものとし、計画的かつ効率的な事業構築を図るため、個別の事務事業
についての具体的な方向性と取組内容を掲げた実施計画を毎年度策定します。 
２ 特定財源の活用 

重点事業については、国、県等の補助制度や教育分野の施策に活用が可能な基金を充当する等、
財政担当部局及び基金の所管部局と調整を図りながら、着実な推進に取り組みます。 
３ 教育行政点検評価 

「教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価」を活用し、効果的な計画の推進を
図ります。点検及び評価の結果は市議会に提出するとともに公表し、説明責任を果たします。 
４ 庁内・外組織との連携及び協働 

庁内組織はもとより、国や県をはじめ家庭・地域・学校や関係団体と連携し、各種施策を推進
します。 

５ 社会状況等の変化による見直し 

国の制度改正や新たに生じる課題を迅速に把握し、必要に応じ適宜見直しを行います。 

福 島 県 南 相 馬 市 教 育 委 員 会 事 務 局 教 育 総 務 課  
〒975-8686 福島県南相馬市原町区本町二丁目 27 番地    電話 0244-24-5282 

策定の趣旨 

南相馬市教育振興基本計画後期計画 
概要版 

令和２年３月 

４ 重点事業 

５ 

１ 

計画の推進体制 

 文 化 

幼児教育 

学校教育 

 

生涯学習・ 
スポーツ 

  

２ 計画の位置づけ 

注）基本的な方向性：平成 27年度に 10年後を見据えて掲げた基本理念、目指す子ども・市民の姿 

後期計画の計画期間は、令和２年度から令和 5 年度までの 4 年間です。 

●地域活動の拠点となる生涯学習施設の充実 
●講座や教室、市民ボランティア等による出前講座の実施 
●中学生職場体験等への活動支援   ●親子・家族を対象とした体験型講座の実施 
●家庭教育に関する講座への支援   ●移動図書館車の運行   
●芸術文化団体や個人の活動支援   ●文化芸術祭の開催 
●総合美術展覧会の開催       ●スポーツ機会の提供  
●気軽に楽しめるスポーツの推進   ●組織力の向上      
●選手の競技力の向上        ●スポーツ指導者の育成 

●文化遺産（史跡浦尻貝塚、史跡泉官衙遺跡など）の整備・活用 
●報徳仕法に係る学習機会の提供   ●民俗芸能の継承や活動への支援 
●震災資料を含めた歴史・民俗資料等の適切な収集・保存 

●幼児教育プログラムの推進     ●保育士等確保のための修学資金の貸付 
●保育士・幼稚園教諭等への支援 
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分 野 基本目標 施 策 取組方針 主な取組 
     

学校教育 

知・徳・体

の調和のと

れた「生き

ぬく力」を

備えた、全

国トップレ

ベルの児童

生徒を育成

します。 

１豊かな心と

体の育成 

（１）郷土を愛し豊かな心を育む教育「至誠（まごころ）学」を推進します。 ①道徳教育指導法の改善/②報徳仕法等の郷土学習の実施 
（２）不登校・いじめ未然防止へ積極的に対応します。 ①スクールカウンセラーの継続配置/②いじめ問題への積極的な対応 
（３）運動の習慣化や正しい食生活を身につけ、健康な体を育む教育を推進します。 ① 体力・運動能力向上の取組 

２教育水準

の向上 

（１）教育指導体制を充実します。 ①学力の実態把握や授業の改善/②教職員への指導訪問や各種研修/③市独自教員の採用/④特別支援教育の充実/ 
⑤教員の校務負担軽減/⑥ＩＣＴを活用した教育環境の整備/⑦家庭学習の定着化/⑧学習塾との連携 

（２）地域性を生かした魅力ある教育環境づくりを推進します。 ①地域の良さを生かした授業の企画/②中学生海外研修の実施/③体験学習活動の実施・支援/ 
④プログラミング教育の推進 

（３）小高区の文教ゾーンを生かした魅力ある教育環境を整備します。 ①幼（保）・小・中・高連携の推進  
（４）学校図書館及び図書館教育の充実を推進します。 ①学校司書の配置 
（５）地域の状況に応じた市内小中学校の適正化を推進します。 ①公立学校適正化計画の推進/②高等教育機関との連携の推進 

３学びの環境

整備・充実 

（１）学校・地域・保護者が一体となった学校づくりを推進します。 ①地域とともにある学校づくりの推進 
（２）地域と連携した登下校の安全確保や安全な通学手段を確保します。 ①通学路等の安全確保/②通学バス等の運行/③防災安全教育の推進 
（３）学校施設の環境整備・改善に取り組みます。 ①老朽化施設の改修/②校庭の表土改善と雨水排水対策/③トイレ洋式化の促進 
（４）安全・安心な学校給食を安定的に供給できる体制を整備します。 ①給食の検査体制の確保/②魅力ある給食の提供/③学校給食提供体制の検討 
（５）学びのセーフティネットとしての支援に取り組みます。 ①みらい育成修学資金の貸付/②修学資金の給付      

生涯学習・ 

スポーツ 

誰もが親し

める生涯学

習・スポー

ツ環境の充

実を図りま

す。 

１生涯学習

の充実 

（１）市民が生涯にわたって学ぶことができる環境を整備します。 ①地域活動の拠点となる生涯学習施設の充実/②講座や教室、市民ボランティア等による出前講座の実施/ 
③中学生職場体験等への活動支援 

（２）子育て世代や青壮年層が参加しやすい生涯学習機会の充実を図ります。 ①親子・家族を対象とした体験型講座の実施/②家庭教育に関する講座への支援 
（３）読書活動の推進と図書館資料の充実を図ります。 ①障がいに対応した資料の整備/②移動図書館車の運行/③学校図書館への支援 

２芸術文化

の充実 
（１）芸術文化活動が行いやすく、参加しやすい環境を整備します。 ①文化施設の整備/②芸術文化団体や個人の活動支援 

（２）身近に芸術文化に触れることのできる環境づくりを推進します。 ①文化芸術祭の開催/②総合美術展覧会の開催/③市民文化会館の利活用 

３スポーツ

の振興 

（１）スポーツ活動が継続的に実践できるようスポーツ機会の拡充を図ります。 ①スポーツ機会の提供/②気軽に楽しめるスポーツの推進/③市民の体力・運動能力の向上/④スポーツの情報提供 
（２）各種スポーツ団体の強化と指導者の育成に取り組みます。 ①組織力の向上/②選手の競技力の向上/③スポーツ指導者の育成 
（３）安心してスポーツ施設を利用できるよう施設の整備や改修に取り組みます。 ①施設機能向上のための整備/②老朽化に対応した整備/③付帯設備の整備 
（４）東京 2020 オリンピック・パラリンピックに向けたホストタウン相手国との相互

交流を推進します。 ①ホストタウン相手国との交流事業の実施 
     

文  化 

地域を象徴

し、地域の

誇りとなる

地域文化を

継 承 し ま

す。 

１文化遺産の

整備・活用 
（１）文化遺産と周辺環境が一体となった整備事業を計画的に推進し、新たな観光客の

誘致や文化遺産に係る市民活動を促進します。 ①文化遺産の適切な保存/②文化遺産（史跡浦尻貝塚、史跡泉官衙遺跡など）の整備・活用 

２ふるさと教

育の充実 

（１）子どもから大人までふるさとの自然、歴史や文化の理解を深める学習機会の提供
に努めます。 ①多様な博物館事業の推進/②博物館常設展示の見直し 

（２）ふるさとに継承される報徳精神を活かしたまちづくり、ひとづくりを進めるため、
報徳仕法の学びの場を充実します。 ①報徳仕法に係る学習機会の提供 

３地域文化

の継承 

（１）民俗芸能や相馬野馬追の継承と活動の活性化に向けた支援、新たな保存伝承の仕
組みづくりに取り組みます。 ①民俗芸能の継承や活動への支援/②相馬野馬追の継承や活動への支援 

（２）震災資料を含めた歴史・民俗資料を適切に収集・保存し、学校教育や生涯学習へ
の活用を推進します。 ①震災資料を含めた歴史・民俗資料等の適切な収集・保存/②東日本大震災記録誌の編さん 

     

幼児教育 

安心して子

育てできる

環境整備を

図ります。 

１幼児教育

の充実 

（１）園児の可能性や特性を引き出す幼児教育を推進します。 ①幼児教育プログラムの推進/②小学校との交流事業の推進/③小学校教諭との合同研修事業の実施 
（２）私立・公立保育園（所）・幼稚園等のあり方を検討します。 ①計画の推進 
（３）保護者の経済的負担の軽減を図ります。 ①幼稚園授業料・保育園保育料の無料化継続  
（４）保育士・幼稚園教諭等の人材確保に取り組みます。 ①保育士等確保のための修学資金の貸付/②保育士・幼稚園教諭等への支援 

２子育て環

境の充実 

（１）多様化する子育て家庭のニーズに対応します。 ①放課後児童支援員の確保/②児童クラブの増設/③一時預かり保育の実施/④適切な施設管理 
（２）子育てに関する相談・支援体制や情報発信の充実を図ります。 ①育児不安等への相談・支援 /②子育て応援 Web サイトの内容充実 
（３）子育て家庭と地域、子育て支援機関の交流を図ります。 ①子育て家庭と地域等との交流  

 
≪基本理念≫ 

「自ら学び、自ら考え、生きぬく力を育むまちづくり」 
復興を超えて、新しい南相馬へ 〜自らの力で社会を創造する人材の育成〜 

≪目指す子ども・市民の姿≫ 

１．夢と希望を持ち、挫折や苦難に負けない生きぬく力が備わった子どもたちの育成 

２．生涯を通して成長し、新しい南相馬市を創造することができる市民 

３ 施策の体系 
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「自ら学び、自ら考え、生きぬく力を育むまちづくり」 
復興を超えて、新しい南相馬へ 

～自らの力で社会を創造する人材の育成～ 

 

 

令和２年３月 

南相馬市教育委員会 

南相馬市 
教育振興基本計画 

後期計画（素案） 

令和２年度～令和５年度 
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「自ら学び、自ら考え、生きぬく力を育むまちづくり」 
 

復興を超えて、新しい南相馬へ 
～自らの力で社会を創造する人材の育成～ 

 
                                          
 
 

南相馬市教育振興基本計画後期計画 
令和 2 年度～令和 5 年度 
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はじめに 
 

 

南相馬市教育委員会 教育⾧ 大和田博行 

 

 

東日本大震災とそれに伴う福島第一原子力発電所の事故から９年が過ぎました。震災時の小学１

年生は、今年高校１年生となりました。現在、義務教育を受けている子どもたちは、震災後の入学

生です。幼少期における度重なる避難経験や原発事故後の屋外活動の制限、それに伴う対人関係ス

キルの未熟等は、今でも学習や体力・運動能力、生徒指導などに大きな影響を及ぼしています。 

子どもたちが成⾧し活躍するこれからの社会は、少子高齢化の進行、AI(人工知能)をはじめとす

る技術革新やグローバル化の加速、環境問題の深刻化など社会状況が大きく変化し、予測が困難な

時代となると思われます。 

 しかし、私たちの郷土を支えていくのは、私たちの目の前にいる子どもたちであることは間違い

ありません。そして、子どもたちは無限の可能性を秘めています。目の前の子どもたちに対する着

実な教育活動を地道に積み重ねていくこと、人生１００年時代を迎え、豊かな人生を送ることがで

きるように生涯を通して学び続け、地域の発展のために活躍する姿を示していくことが私たち大人

の使命であると考えております。このような思いのもと、目指す子ども・市民の姿を次のように定

め、その具現に向けて教育行政を進めてまいります。 

 

 

夢と希望を持ち、挫折や苦難に負けない 

生きくぬく力が備わった子どもたちの育成 

生涯を通して成⾧し、新しい南相馬市を創造することができる市民 

 

 

結びに、計画の策定にあたりましてご尽力をいただきました南相馬市教育振興基本計画策定委員

の皆様はじめ、貴重なご意見を頂きました市民の皆様に心から感謝申し上げます。 

 

 

 
写真 
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第１編  

南相馬市 
教育振興基本計画後期計画の 
策定にあたって 

 

第１章 計画の策定趣旨 

 第２章 計画の構成と期間 

 第３章 南相馬市の教育に関する現状と課題 
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第１章 計画の策定趣旨 
 

 

 

１ 南相馬市教育振興基本計画後期計画の策定趣旨 

本市では、平成 26 年度に策定した南相馬市復興総合計画に基づく教育分野の最上位計画と

して、平成 27 年度に南相馬市教育振興基本計画（以下、「市教育振興基本計画」という。）を

策定し、教育施策を推進してきました。 

その後、東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所事故から 9 年が経過した今日でも

続く少子化の影響等を要因とした児童生徒数の減少や学校の小規模化の進行、学習指導要領

の改訂による小学校における外国語の教科化など、本市の教育を取り巻く情勢は大きく変化

しています。 

このような中、総合的かつ効果的に教育施策を推進していくため、平成 27 年度に策定した

市教育振興基本計画を市教育振興基本計画前期計画（以下、「前期計画」という。）と位置づ

け、平成 30 年度に策定した南相馬市復興総合計画後期基本計画に基づく市教育振興基本計画

を市教育振興基本計画後期計画（以下、「後期計画」という。）として策定するものです。 

 

 

２ 市教育振興基本計画の位置付け 

（１）法的な位置付け 

市教育振興基本計画は、教育基本法第 17 条第 2 項に規定されている「地方公共団体におけ

る教育の振興のための施策に関する基本的な計画」として策定するものです。 

  

 

 

 

 

 

 

教育基本法 (平成 18 年 12 月 22 日法律第 120 号) 抄 
 
(教育振興基本計画) 
 
第 17 条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育の振

興に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について、基

本的な計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。 
 

2 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体にお

ける教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない。 
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（２）国・県の計画との関係 

    後期計画は、平成 30 年 6 月に策定された国の「第３期教育振興基本計画（計画期間:平

成 30 年度～令和４年度）」及び県の「第６次福島県総合教育計画（計画期間:平成 25 年度

～令和２年度）」を参酌し策定するものです。 

 

（３）南相馬市復興総合計画及び南相馬市教育の大綱との関係 

    後期計画は、平成 30 年度に策定された「南相馬市復興総合計画後期基本計画（計画期間:

令和元年度～令和４年度）」に基づき、教育分野の施策をより具体化する計画として策定し、

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１条の３に規定する「南相馬市教育の大綱」と

して位置付けるものです。 

 

   

 

 

   

 

   

  

 

 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律  
(昭和 31 年 6 月 30 日法律第 162 号) 抄 
 
(大綱の策定等) 
 
第 1 条の 3 地方公共団体の長は、教育基本法第 17 条第 1 項に規定する基本的な方針を参酌

し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体の教育、学術及び文化の振興に関する総合

的な施策の大綱(以下単に「大綱」という。)を定めるものとする。 
 

平成 26 年 7 月 17 日付け文部科学省初等中等教育局長通知 抄 
（３）地方教育振興基本計画その他の計画との関係 

①地方公共団体において、教育基本計画第 17 条第 2 項に規定する教育振興基本計画そ

の他の計画を定めている場合には、その中の目標や施策の根本となる方針の部分が大

綱に該当すると位置付けることができると考えられることから、地方公共団体の長

が、総合教育会議において教育委員会と協議・調整し、当該計画をもって大綱に代え

ることと判断した場合には、別途大綱を策定する必要はない。 
 




